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営業外費用、特別利益及び特別損失の計上に関するお知らせ 
 

平成30年12月期第１四半期におきまして、以下のとおり営業外費用、特別利益及び特別損失を計上いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 
 

 

１．営業外費用の計上 

（１）支払手数料（連結） 

平成 30年２月 14日付「第三者割当による行使価額修正条項付第 M-2回新株予約権及び第 M-3回新株予約権

の発行に関するお知らせ」でお知らせしたとおり、当社は平成 30年３月２日に第 M-2回新株予約権及び第 M-3

回新株予約権（以下「本新株予約権」）を発行いたしましたが、本新株予約権の発行に際して発生した弁護士

費用、第三者委員会設置に係る費用、反社会的勢力との関連性に関する第三者調査機関報酬費用、新株予約権

の公正価値算定費用等の諸費用について、支払手数料として連結で 8,912千円を営業外費用に計上いたしまし

た。 

 

２．特別利益の計上（連結） 

（１）新株予約権戻入益 

 当社が平成 27年３月 25日に発行いたしました第 D-1回新株予約権、第 D-2回新株予約権及び第 D-3回新株

予約権について、平成 30年 12月期第１四半期累計期間（平成 30年１月１日～平成 30年３月 31日）において

権利行使期間が満了したことに伴い消滅したことから、新株予約権戻入益として 3,155千円を特別利益に計上

いたしました。 

 

３．特別損失の計上 

（１）訴訟関連損失（連結） 

 平成 30年１月 31日付「訴訟の判決に関するお知らせ」等で開示したとおり、当社は、普通解雇した当社の

元従業員１名より、労働契約上の権利を有する地位にあることの地位確認請求及び普通解雇後から判決確定ま

での給与の支払い等を求める訴訟（以下「本訴訟」）の提起を受けておりますが、本訴訟については現在係属中

であるため、当社が敗訴した場合に発生することが見込まれる原告に対する判決確定までの給与等の支払額に

ついて、当第１四半期連結累計期間における当該原告に対する給与等の支払に係る発生見込み額及び本訴訟に

係る弁護士費用等を合算した 2,617千円を、訴訟関連損失として特別損失に計上いたしました。 

  

 

 

 

以上 

 


